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長岡京市観光案内所及び観光情報センター指定管理者募集要項 

 

 

長岡京市では、市内の恵まれた自然風土と歴史的文化的遺産を広く紹介し、市民及び観 

光客に必要な情報を提供することにより、文化の向上と観光の発展を図るため､阪急長岡天 

神駅西口の長岡京市観光案内所及びＪＲ長岡京駅西口の長岡京市立総合交流センター内の

観光情報センターについて､長岡京市観光案内所設置条例（平成４年長岡京市条例第６号)

第７条及び長岡京市立総合交流センター設置条例（平成１６年長岡京市条例第２５号）第

４３条の規定に基づき、指定管理者による管理制度を引き続き導入します。 

つきましては、長岡京市に代わって長岡京市観光案内所及び長岡京市観光情報センター

（以下、両施設を合わせて「施設」といいます。）の２施設一括して管理を代行する指定管

理者を下記のとおり募集します。 

 

１ 対象施設の概要 

【長岡京市観光案内所】 

（１）名 称   

長岡京市観光案内所 

（２）所在地  

長岡京市天神一丁目１番２号 

（３）施設の概要 

 ア 名称 長岡京市観光案内所 

   イ 構造 鉄骨造 １Ｆ２２．６８㎡ ２Ｆ１９．４４㎡ 計４２．１２㎡ 

ウ 土地 ４１．７９㎡ 

エ 施設内容  観光案内コーナー、特産品等展示・販売コーナー 

【観光情報センター】 

 （１）名 称 

    観光情報センター 

 （２）所在地 

    長岡京市神足二丁目３番１号（長岡京市立総合交流センター ２階） 

 （３）建物概要 

    名称 長岡京市立総合交流センター 

    構造 鉄骨造 一部 鉄骨鉄筋コンクリート造 

    規模 地下１階・地上８階の建物（公共公益棟）の地下１階～地上６階の部分 

       市専有面積は５，９６８．２６㎡ 

 （４）施設の概要 

    ア 専有部分   ４２．１６㎡ 

    イ 施設共用部分  ７．７３㎡（面積按分） 

    ウ 施設内容   観光案内コーナー、特産品等展示・販売コーナー 

 

２ 管理業務の範囲 

（１）下記事業の運営に関すること。 

  ア 市民及び観光客に対する観光案内その他観光情報の発信・提供に関する事業 

  イ 特産品及び工芸品等の展示・販売に関する事業 

  ウ その他市長が必要と認める事業 

（２）施設の維持管理に関すること。 
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（３）その他、長岡京市観光案内所及び長岡京市観光情報センター指定管理者仕様書のと

おり 

 

３ 指定の期間（予定） 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

    指定期間については、指定管理者の指定とともに市議会での議決事項となるので、 

議決され、市長が指定した時点で確定します。 

 

４ 申請の資格 

 下記の（１）及び（２）の条件を満たす法人その他の団体が申請資格を有します。 

（１）長岡京市内に主たる事務所を有する団体で、長岡京市の商工観光関連業務や観光案 

内業務に現に携わっているか又はその経験が豊富で、指定期間中、安全円滑に対象施 

設を管理運営できる者 

（２）法人その他の団体及びその代表者が次の者に該当しないこと。 

ア 法律行為を行う能力を有しない者 

イ 破産者で復権を得ない者 

ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準 

用する場合を含む。）の規定により本市における一般競争入札等の参加を制限されて 

いる者 

  エ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指 

定の取消しを受けたことがある者 

  オ 指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合に、地方自治法第９２条の２、第 

１４２条（同条を準用する場合を含む。）又は第１８０条の５第６項の規定に抵触 

することとなる者 

  カ 租税公課の滞納がある者 

 

５ 選定の基準 

  指定管理者の選定は、長岡京市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例で 

定める選定の基準に照らし、事業計画等の内容により、次に掲げる事項を考慮して、施

設の管理運営（事業を含む。）を安定して行うために必要となる能力を有するかを総合的

に判断します。 

（１）施設としての事業をはじめ、市内の観光事業の促進に寄与すると認められること。 

（２）観光案内事業の促進に関する実績、経験の有無 

（３）長岡京市観光案内所設置条例に基づく観光案内所施設と長岡京市立総合交流センタ

ー設置条例に基づく長岡京市観光情報センター施設の一体的かつ効率的な管理運営の

実現性の有無 

（４）事業計画書による公の施設の運営が市民の平等利用を確保し、サービスの向上が図 

られるものであること。 

（５）事業計画書の内容が公の施設の効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係 

る経費の縮減を図るものであること。 

（６）事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものである 

こと。 
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６ 募集要項の配布・受付及び説明会について 

（１）配布場所 長岡京市環境経済部 商工観光課（市役所北棟１階） 

      〒６１７―８５０１ 長岡京市開田一丁目１番１号   

        電話番号    ０７５－９５５－９５１５ 

        ファックス番号 ０７５－９５１－５４１０ 

        E-mail：syoukoukankou@city.nagaokakyo.lg.jp 

（２）配布期間 

   令和７年８月１日（金）から８月２９日（金）まで 

（ただし、土・日・祝日は除きます。） 

（３）申請受付期間  

   令和７年９月１日（月）から９月８日（月）まで 

（ただし、土・日は除きます。） ＊持参に限ります。 

（４）申請受付場所  配布場所に同じ 

（５）配布・申請受付時間 

   午前８時３０分から午後５時まで 

（６）応募説明会 

   応募方法、応募書類、指定管理者業務等についての説明会を開催します。（参加され 

る団体は事前にご連絡ください。） 

    日時：令和７年８月２１日（木）午後１時３０分から 

    場所：長岡京市観光情報センター前 

 

７ 提出書類 

         書類名 備考 部数 

①指定管理者指定申請書（様式第１号）   ９ 

②指定管理者事業計画書（様式第２号） 様式第２号で記載されている各

項目についてそれぞれ具体的に記

入すること。人員配置計画（様式第

３号）も添付のこと。 

 ９ 

③管理に関する業務の収支予算書 

（様式第４号） 

収支計画は、令和８年度から５カ

年の年度毎の収支計画を提出のこ

と。収入については、指定管理料、

事業収入等を計上（事業収入等は、

積算根拠を明記のこと） 

 ９ 

④定款、寄付行為、規約等（写し可） 様式任意（最新のもの）  ９ 

⑤法人にあっては、登記簿謄本 

 

現在事項全部証明書（応募申込み

日前３ヶ月以内に発行されたもの） 

 ９ 

⑥その他申請者の概要（沿革、役員名簿、

経営理念等） 

様式任意  ９ 

⑦受託事業実績概要書（様式第５号）   ９ 

⑧決算書等（前事業年度の決算書類） 様式任意、法令等に基づき作成さ

れた決算書類、財産目録、事業報告

書一式及び決算付属明細書類 

 ９ 
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⑨完納証明書 

・ 長岡京市に事業所がある場合は市税に

ついて滞納がないことの証明のみ 

・ 京都府内に事業所がある場合は府税に

ついて滞納がないことの証明のみ 

・ 上記以外の申請者については、法人税

（所得税）及び法人事業税（個人事業税）

について滞納がないことの証明 

発行官公署において定められた

様式によるもので、令和７年７月 

１日以降に発行されたもの 

 

 

 

 

 ９ 

 

※ 提出にあたっての注意点 

・ 提出書類は、長岡京市観光案内所及び長岡京市観光情報センター分それぞれ

作成する。なお、長岡京市観光情報センターに添付する④から⑨までの書類に

ついては、長岡京市観光案内所で添付した書類の写しで可能です。 

・ 提出書類は、いずれも正本１部、副本８部の計９部とし、副本は写し可とし

ます。 

・ 提出書類は、原則Ａ４版とし、縦型綴じで表紙に団体名を記入してください。

また、インデックスで、書類名を示してください。 

・ 提出書類の用紙については、応募者が特定できるような名称、ロゴマーク等 

が刷り込まれたものは使用しないでください。 

    ・ 今年度に設立された法人その他の団体等で、上記の書類のうち作成できない 

あるいは発行されない書類がある団体については、それら以外の書類を提出し 

てください。 

 

８ 応募にあたっての留意点 

（１）費用の負担 

応募の際に要する費用は、申請者の負担とします。 

（２）提供した資料の取扱い 

市が提供した書類等は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁じます。 

また、この検討の目的の範囲内であっても、市の承諾を得ることなく、第三者に対 

しこれを使用させ、または内容を提示することを禁じます。 

（３）提出書類の変更の禁止 

提出書類の提出期限後における差し替え及び再提出は、認めません。 

（４）虚偽の記載をした場合 

応募者が提出書類に虚偽の記載をした場合は、応募を無効とするとともに、虚偽の 

記載をした者について、所要の措置を講ずる場合があります。 

（５）提出書類の取扱い 

提出された書類は、返却しません。提出された書類は、指定管理者選定過程に関す 

る議会説明等で必要な場合を除き、応募者の承諾がなければ公表しません。ただ 

し、指定管理者事業計画書（様式第２号）及び業務の収支予算書（様式第４号）の内    

容については、原則、情報公開の対象とします。 

（６）提出書類の著作権及び特許権等 

指定管理者の決定までの間、提出書類の著作権は応募者に帰属します。ただし、市 

は、本事業者選定実施に関する報告等のため、必要な場合には、応募提出書類の内容

を無償で使用できるものとします。指定管理者の決定後、提出書類の著作権は市に帰
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属します。選定結果の公表等により必要な場合には、提案書の内容を無償で使用でき

るものとします。また、申請内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等

の日本国の法令等に基づき保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維

持管理手法等を使用した結果生じた責任は、すべて応募した団体等が負うものとしま

す。 

（７）募集要項に対する質問について 

募集要項等に対する質問書（様式第６号）により、下記提出先まで提出してくださ

い。 

（８）質問書提出先 

長岡京市環境経済部 商工観光課（市役所北棟１階） 

  〒６１７―８５０１ 長岡京市開田一丁目１番１号   

    電話番号    ０７５－９５５－９５１５ 

    ファックス番号 ０７５－９５１－５４１０ 

メールアドレス syoukoukankou@city.nagaokakyo.lg.jp 

（９）質問書提出期限 

   令和７年８月２１日（木）応募説明会終了後から８月２９日（金） 

正午必着（ファックス・メール可） 

 

９ 選定方法 

応募書類に基づき、評価委員会の評価内容を受け、市で選定します。審査にあたり、

応募書類について説明いただく機会を設けます。但し、応募が多数に及ぶ場合は書類審

査にて面接審査実施団体を選定いたします。日時については別途連絡します。 

 

10 選定結果のお知らせ 

応募者に１０月中旬（予定）に文書でお知らせします。 

 

11 その他 

  今回の指定管理者募集の手続きにより、現行以外の指定管理者が指定を受けることと 

 なった場合の新指定管理者は、指定期間開始後の当面の間の指定管理業務に支障が生じ 

 ないよう自己費用をもって次に掲げる事項を行ってください。 

（１）指定期間前における従事予定者の業務研修 

（２）前指定管理者との引継ぎ等の協議を行ってください。 

 

12 問い合わせ先 

   長岡京市環境経済部 商工観光課（市役所北棟１階） 

電話番号    ０７５－９５５－９５１５ 

     ファックス番号 ０７５－９５１－５４１０ 

mailto:syoukoukankou@city.nagaokakyo.lg.jp
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長岡京市観光案内所及び観光情報センター指定管理者の仕様書 

 

 

 

長岡京市観光案内所及び観光情報センター（以下、両施設を合わせて「施設」という。）

の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、この仕様書による。 

 

１ 趣旨 

 本仕様書は、施設の指定管理者が行う、業務の内容及び履行方法について定めること 

を目的とする。 

 

２ 施設の管理に関する基本的な考え方 

施設を管理運営するにあたっては、次に掲げる項目に沿って行うこと。 

（１）施設が、市内の恵まれた自然風土と歴史的文化的遺産を広く紹介し、市民及び観光 

客に必要な情報を提供することにより、文化の向上と観光の発展を図るという施設の

設置目的（趣旨）に基づき、管理運営を行うこと。 

（２）市民及び観光客に対する観光案内その他観光情報の発信・提供に関する事業を行い、 

来訪者のニーズに応じた情報提供の質向上と多様化を図ること。 

（３）地域の魅力向上に資する企画を導入し、特産品及び工芸品等の展示・販売に関する 

事業を行うこと。 

（４）市民や利用者の意見を管理運営に反映させること。 

（５）個人情報の保護を徹底すること。 

（６）効率的な運営を行うこと。 

（７）管理運営費の削減に努めること。 

 

３ 施設の概要 

 【長岡京市観光案内所】 

（１）名 称 長岡京市観光案内所 

（２）場 所 長岡京市天神一丁目１番２号 

（３）施設内容 

ア 構造 鉄骨造 １Ｆ２２．６８㎡ ２Ｆ１９．４４㎡ 計４２．１２㎡ 

イ 土地 ４１．７９㎡ 

ウ 施設内容  観光案内コーナー、特産品等展示・販売コーナー 

【観光情報センター】 

（１）名 称 観光情報センター 

（２）場 所 長岡京市神足二丁目 3 番 1 号（長岡京市立総合交流センター ２階） 

（３）施設内容 

    ア 専有部分  ４２．１６㎡ 

    イ 施設共用部分 ７．７３㎡（面積按分） 

ウ 施設内容  観光案内コーナー、特産品等展示・販売コーナー 

 

４ 開館時間 

 午前９時から午後５時までとする。 

 

５ 休館日 
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（１）１２月２８日から翌年の１月４日まで及び７月から３月までの間（１１月を除く。）

の毎週水曜日 

 

６ 指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までとする。 

 

７ 法令等の遵守 

 施設の管理にあたっては、本仕様書のほか、次の各号に掲げる法令等に基づかなけれ 

ばならない。 

（１）地方自治法 

（２）個人情報の保護に関する法律及び関連法令 

（３）長岡京市観光案内所設置条例（長岡京市観光案内所） 

（４） 長岡京市立総合交流センター設置条例及び同施行規則（長岡京市観光情報センター） 

（５）長岡京市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例及び同施行規則 

（６）長岡京市個人情報の保護に関する法律施行条例及び同細則 

（７）長岡京市個人情報の保護に関する文書の様式を定める規則 

 本協定期間中に上記法令等に改正があった場合は、改正された内容を仕様とする。 

 

８ 業務内容 

（１）施設の運営に関すること 

  ① 職員の雇用等に関すること 

ア 施設の職員は、対象施設の果たすべき役割を常に認識し、効率的かつ積極的な

管理運営を行うため、社会動向に敏感で経営感覚と発想に富み、創造と活動的な

エネルギーを行動に連結させることができる者の人材登用に努めること。 

イ 職員の連携を密にとり、それぞれの知見を活かすことで組織全体の生産性が向

上する環境づくりに努めること。 

  ウ 職員の勤務形態は、施設の運営に支障がないように定めること。 

  エ 職員に対して、施設の管理運営に必要な研修を実施すること。 

 ② 自主事業に関すること 

 ア 観光客等に対する観光案内等の事業 

  ・ 市民及び観光客の目的に応じ、適切な観光地及び交通手段等の案内又は情報 

提供を行う。その際、市内関係団体とも連携し、鮮度の高い情報や季節の見ど 

ころなども積極的に発信し、より深い観光体験を提供できるよう努めること。 

  ・ 必要に応じパンフレットやポスター等を用い、観光情報及び催し物のＰＲを 

行う。 

 イ 特産品及び工芸品等の展示・販売等の事業 

  ・ 長岡京市の特産品及び工芸品等の展示、来館者への案内及び販売を行う。 

・ 当該施設の健全な収支経営を維持発展させるため、市内商品や特産品、工芸 

品及び観光グッズ等について多様な手段と工夫により積極的な販売促進を行う。 

・ 常に市場の動向を注視し、新たな商品の企画・開発にも挑戦するなど、試行 

錯誤を重ねて販売戦略を練ること。 

ウ モニタリング調査等の事業 

   ・ 市民及び観光客、施設利用者に対して定期、又は不定期に観光に関する市場 

調査や意識調査等を行い、施設の管理運営に反映させる。 

   ・ モニタリング調査結果の分析･評価に基づき、新たな観光資源や商品開発に 
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至る多様なアイデアの蓄積と掘り起こしに努め、長岡京市の観光振興に反映さ 

せる。 

 

（２）施設及び設備の維持管理に関すること 

【長岡京市観光案内所】 

  ア 保守管理業務 

   ① 建築物の保守管理 

 建築物について、仕上げ材の浮き、ひび割れ、はがれ、かび等の発生がない状 

態を維持し、かつ美観を維持する。 

   ② 建築設備の保守管理 

     建築設備（給排水設備、電気設備）は日常点検を行い、初期の性能を維持する。 

     日常点検 ： 設備全般 

   ③ 施設内備品（エアコン、電話機、キャビネット、事務机・椅子、折りたたみ椅 

子、会議用テーブル、陳列ケース等）は日常点検を行い、初期の性能を維持する。 

  イ 環境維持管理業務 

   ① 清掃業務 

     施設の環境を維持し、快適な環境を保つため、清掃業務を適切に行う。 

   （ア）業務内容 

      床、壁、扉、ガラス、鏡、什器・備品、照明器具、換気扇、衛生機器等につ 

     いて、場所ごとに、日常清掃、ごみ、ほこり、汚れ、ゴミ処理等がない状態を 

維持する。 

   ② 保安警備業務 

     施設内の秩序を維持し、事故、盗難・破壊等の犯罪及び火災等の災害の発生を 

警戒・防止し、財産の保全を図るとともに使用者の安全を守るために、保安警備 

業務を適切に行う。 

 ・ 事故、災害、犯罪等から施設使用者を適切に管理できる状態とする。 

 ・ 施設使用者の入退場等を適切に管理する。 

 ・ 市が提示する仕様に基づき、機械警備を導入する。 

   ③ 施設保全業務 

     施設を安全かつ安心して使用できるよう、施設の予防保全に努める。また、建 

築物や設備等の不具合を発見した際には、速やかに市に報告を行うものとする。 

 指定管理者及び使用者の責めに帰さない修繕の経費は、市が負担するものとす 

る。 

  ウ 長岡京市観光案内所設置条例で定めている業務以外で使用する場合の取扱い、自 

動販売機、公衆電話などを設置する場合は、市長に対し目的外使用申請書を提出し 

許可を受けなければならない。 

 

【長岡京市観光情報センター】 

長岡京市観光情報センターの適正な運営のため、管理者は以下の設備等に関する保 

守管理を行うこと。 

全熱交換器定期点検、空冷ヒートポンプマルチ定期点検、プレフィルター清掃、日 

常清掃、床面定期清掃、防犯システム管理、ゴミ処理等 

（３）個人情報の保護について 

    指定管理者は、長岡京市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第 

   １２条の規定により、長岡京市個人情報保護条例に基づき、公の施設の管理を通じ 
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て取得した個人情報を保護するために必要な措置を講じるとともに、当該施設の管

理運営に関し知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用してはなら

ない。また、指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は

従事者の職務を退いた後においても同様とする。 

（４）危機管理対応について 

  ア 自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態には、遅

滞なく適切な措置を講じた上、市をはじめ関係機関に通報することとする。 

  イ 予防対策として、危機管理体制を構築するとともに、対応マニュアルを作成し、

災害時の対応について随時訓練を行うこととする。また、消防署等から指摘があっ

た場合は、直ちに改善措置を講ずるものとする。 

（５）その他 

ア 市等関係機関との連絡調整 

   ・ 市との連絡調整会議の開催（月１回程度） 

  イ 自己評価の実施 

   ・ 使用者等より、施設運営に関する意見を聴取すること。 

   ・ 施設運営に関して、適宜自己評価を行うこと。 

  ウ その他日常業務の調整 

 

９ 経費について 

（１）支出見込（年額） 

【長岡京市観光案内所】 

支出として見込まれるもの（推定値） 

①  光熱水費 

約２３０千円 

② 他に人件費、備品消耗品費、修繕費、通信運搬費、手数料、施設賠償保険料、

火災保険料、保安管理費、廃棄物処理委託料、インターネット使用料等が見込

まれる。 

支出見込①及び②が指定管理料となるが、具体的な内容については市と指定管

理者が協議の上、決定する。 

（備考） 

  １ 指定管理者の収支計画に基づき算定した一定額を、予算の範囲内で指定管理料と

して指定管理者に支払うものとする。 

  ２ 指定管理料は、指定管理者の経営努力が収益に反映されるよう、経費の節減や事

業収益の向上などにより収支計画を上回る、或いは下回る収支差額が生じても、市

は原則として減額或いは補てんを行わない。 

（参考） 

   令和２年度～令和６年度の指定管理料決算額 

    令和２年度 ５，４３８，０００ 円 

令和３年度 ５，４５６，０００ 円 

令和４年度 ５，８１８，０００ 円 

令和５年度 ５，９６３，０００ 円 

令和６年度 ５，９７４，８２５ 円 
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【長岡京市観光情報センター】 

支出として見込まれるもの（推定値） 

① 公共公益棟共用部管理費負担金 

             約５００千円 

② 各施設共用部管理費 

                        約１００千円 

③ 光熱水費（電気代） 

                        約１５０千円 

④上記の他に人件費、設備保守管理費、保安管理費、清掃衛生管理費、施設賠償

保険料・火災保険料、修繕費、備品・消耗品費、電話使用料、インターネット使

用料等が見込まれる。  

支出見込①～④が指定管理料となるが、具体的な内容については市と指定管理者

が協議の上、決定する。 

（備考） 

 １ 指定管理者の収支計画に基づき算定した一定額を、予算の範囲内で指定管理料とし

て指定管理者に支払うものとする。 

 ２ 指定管理料は、指定管理者の経営努力が収益に反映されるよう、経費の節減や事業

収益の向上などにより収支計画を上回る、或いは下回る収支差額が生じても、市は原

則として減額或いは補てんを行わない。 

（参考） 

  令和２年度～令和６度の指定管理料決算額 

    令和２年度 ５，６８９，０００ 円 

令和３年度 ６，０７３，０００ 円 

令和４年度 ６，３８６，０９０ 円 

令和５年度 ６，４５３，０００ 円 

令和６年度 ６，４８２，８２６ 円 

（２）事業報告書等の提出 

  ・ 長岡京市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第６条の規定により 

   指定管理者は、一事業年度終了後３０日以内に事業報告書を作成し、市に提出する 

こと。 

  ・ 報告内容としては管理業務実施状況、施設の使用状況（室別・月別使用者数、件 

数等）、管理・事業に要した経費等の収支状況、個人情報取扱い件数等の事項を想定 

しており、具体的には協定の中で定める。 

  ・ 市は、提出された事業報告書の内容を確認し、その内容が、事業計画書の趣旨・ 

   内容から逸脱したものであった場合は、指定を取り消し、若しくは業務の全部又は 

   一部を停止させることができるものとする。 

（３）事業計画書及び収支予算書の提出 

    次年度の事業計画書及び収支予算書にあたっては市と調整を図り、毎年度９月末 

   までに作成し市に提出する。 

（４）経理規定 

    指定管理者は、経理規定を策定し、経理事務を行うこと。 

（５）立入検査について 

    長岡京市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第７条の規定により 

市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地検査を行うこととする｡ 
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10 物品の帰属等 

（１）市が、指定管理者に対して委託代金により物品を購入させるときは、購入後の物品 

は市の所有に属するものとする｡ 

（２）指定管理者は、市の所有に属する物品について｢長岡京市物品の管理及び出納に関す

る規則｣及び関係例規の管理の原則及び分類に基づいて保管するものとする。また、指

定管理者は、同規則に定められた備品台帳を備えてその保管にかかる物品を整理し、

購入及び廃棄等の異動について定期的に報告しなければならない。 

 

11 備品物品等 

備え付けの備品物品等は別途提示する｡ 

 

12 業務を実施するにあたっての注意事項 

業務を実施するにあたっては、次の各項目に注意して円滑に実施すること。 

（１）事業運営に関する注意事項 

・ 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこと。 

・ 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定・要綱等を作成する場合は、市と協 

議を行うこと｡ 

・ 各種規定がない場合は、市の諸規定に準じて、あるいはその精神に基づき業務を 

実施すること。 

（２）施設の運営に関する注意事項 

  ・ 条例で定められた以外の休館日・開館時間については、指定管理者の申請により、

市が決定する。 

（３）施設の管理に関する注意事項 

  ・ 施設内に喫煙場所を設けないこと。 

  ・ 防火管理者を選任し、防火・防災に努めること。 

  ・ 自衛消防組織を結成し、防火・防災に努めること。 

  ・ 管理組合の会議等に出席を求める場合がある。（長岡京市観光情報センター） 

（４）保険の取扱い 

施設賠償保険、火災保険については、指定管理者が加入するものとする。 

（５）その他 

・ 飲食物の販売など、諸届を必要とする場合には、指定管理者が手続きを行うもの 

とする。 

  ・ 施設の運営に参加する職員は、使用者に施設職員が分かるように、名札の着用等

をする。 

  ・ 年度予算については、財政の状況により金額が変更となる場合がある。 

 

13 リスクへの対応 

  指定期間内におけるリスク負担については、市と指定管理者が協議の上、その分担を

協定書で定める。 

 

14 業務の再委託の禁止 

  指定管理者は、清掃や設備の保守点検等、個々の具体的な業務を市と協議の上、第三

者に委託することは、差し支えないが、本事業の全部を第三者に委託し、又は請け負わ

せることはできない。 
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15 原状回復義務等 

（１）指定管理者は、施設又は設備の変更をしようとするときは、あらかじめ市と協議す

ることとする。また、当該指定管理者の指定期間が満了したとき、又は指定を取り消

されたときは、市の指示するところにより、その管理を行わなくなった施設又は設備

を原状に回復しなければならない。 

（２）指定管理者は、施設、設備、資料等を汚損し、損傷し、又は忘失したときは、市の

指示するところにより原状に回復し、又は損害を賠償しなければならない。 

 

16 指定管理者に対する監督・監査 

（１）市は、指定管理者が管理する施設の適正な運営を期すため、指定管理者に対して、

当該業務内容又は経理の状況に関して報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示を

することができる。 

（２）市は、指定管理者が指示に従わない場合や、指定管理者の経営状況が著しく悪化し

ている等、施設の適正な管理に著しい支障が生じる恐れがある場合は、指定を取り消

し、又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

（３）市又は監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う管理運営事務について監

査を行うこととする。 

 

17 その他 

（１）協定の締結 

   市は、指定管理者候補者に選定した団体と細部についての協議を行い、議会の議決

を経て指定管理者に指定したのちに、指定期間全体の基本協定及び指定管理料とその

支払い方法等を定める年度協定を締結する。 

（２）引継ぎについて 

   指定管理者の指定は、議会において、指定管理者の指定議案が議決されたのちとな

る。指定後速やかに現指定管理者との業務引継ぎに入ることとする。なお、事務引継

ぎに要した費用は、全て指定管理者として指定された団体の負担とする。 

（３）その他 

   議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情

が生じたときは、指定管理者に指定しないことがある。なお、議会の議決が得られな

かった場合及び否決された場合においても、管理運営の準備のために支出した費用に

ついては、一切補償しない。 

 

18 協議 

  指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処 

 理について疑義が生じた場合は市と協議し決定する｡ 


